　　　　　　組合
貸　　借　　対　　照　　表
平成　　年　　月　　日
	 　　　　（資　産　の　部）
Ⅰ 流　動　資　産         　　      円
　　現　　　　　金
　　預　　　　　金
　　受　取　手　形
　　売　　掛　　金
　　有　価　証　券
    未　　収　　金
　　未　収　収　益
　　貸　　付　　金
　　商　　　　　品
　　製　　　　　品
　　半　　製　　品
　　原　　材　　料
　　仕　　掛　　品
　　副　　産　　物
　　貯　　蔵　　品
　　立　　替　　金
　　前　　渡　　金
　　前　払　費　用
    繰延税金資産
貸 倒 引 当 金  　 △　　　　　
      流 動 資 産 計
Ⅱ 固　定　資　産
 １．有形固定資産
　　建　　　　　物
     eq \o\ad(建物付属設備,　　　　　　　)
　　構築物
　　機  械  装  置

　　車 両 運 搬 具

　　工        　具
　　器  具  備  品
	　　　　　　 （負　債　の　部）
Ⅰ 流　動　負　債          　　  　     円
　　支　払　手　形
　　買　　掛　　金
　　短 期 借 入 金
　　転 貸 借 入 金
　　未　　払　　金

 　 未払消費税等
　　未　払　費　用
　　前　　受　　金
　　預　　り　　金
 　 前　受　収　益
　　仮 受 賦 課 金
　　賞 与 引 当 金
　　 eq \o\ad(未払法人税等,　　　　　　　)
　　繰延税金負債　      　　　　　　
　　　流 動 負 債 計

Ⅱ 固　定　負　債
　　 eq \o\ad(長 期 借 入 金,　　　　　　　)
　　都道府県等借入金
　　組合員長期借入金
　　 eq \o\ad(長 期 未 払 金,　　　　　　　)
　　 eq \o\ad(退職給与引当金,　　　　　　　)
　　長期繰延税金負債　　　　　　　　　　
　　　固 定 負 債 計 　　  　　　　　　
　　　負  債  合  計
 　　 　　　  （資　本　の　部）
Ⅲ 資　　本　　金
　　　出 　資 　金
 　　 未払込出資金     　 △　　　　　

資　本 金 計

	　　土        　地
    建 設 仮 勘 定       　　　　　 
　　　有形固定資産計
 ２．無形固定資産
　　借　　地　　権
    借家（借室）権

　　電話加入権
　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　無形固定資産計
 ３．その他固定資産
　　差  入  敷  金
　　差 入 保 証 金
　　 eq \o\ad(長期前払費用,　　　　　　　)
　　 eq \o\ad(関係先出資金,　　　　　　　)
　　退職給与引当資産

　　長期繰延税金資産
      その他固定資産計    　　　　　
　　　 eq \o\ad(固定資産計,　　　　　　　　)
Ⅲ 繰　延　資　産
　　 eq \o\ad(創立費,　　　　　　　)
　　繰延消費税等　　　　　　　 　
      繰 延 資 産 計      　　　　 　
資　産　合　計    　　　　　  
	Ⅳ 資 本 準 備 金
 　   加　 入 　金
 　　 増　 口 　金   　　    　　　　
 　     資本準備金計
Ⅴ 利 益 準 備 金
Ⅵ 組 合 積 立 金
 　   特 別 積 立 金
 　　 　　  積 立 金   　 　　　　　　
   　　 組合積立金計
Ⅶ 剰余金（又は欠損金）
 　   当期未処分利益
 　　(又は当期未処理損失)
   　　 前期繰越利益
　　 (又は前期繰越損失)　(△　　　　　)
  　　  当　期　利　益
 　　 　(又は当期損失) 　(△　　　　　)
   　　 当期未処分利益計
 　  (又は当期未処理損失計)
   　　               　 (△　　　　　)
    　　　剰　余　金　計
   　　  (又は欠損金計)　(△　　　　　)
      　　資　本　合　計　    　　　　
   　　 負債及び資本合計　　　　　　　


 （注）
     (1)  eq \o\ad(受取手形割引高,　　　　　　　　　)        　　        円
     (2) 受取手形裏書譲渡高        　　        円
     (3) 保証債務残高　　口        　　        円
     (4)  eq \o\ad(担保提供資産価格,　　　　　　　　　) 
          建　　　　物              　         円
          土　　　　地              　         円
     (5) 有形固定資産減価償却累計額 　         円
     (6) 圧縮記帳処理額
          建　　　　物              　         円
          土　　　　地              　         円           
     (7) 商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・副産物の評価は　　法によった。
     (8) 建物・建物付属設備・構築物・機械装置・車両運搬具・工具・器具備品の減価償却は　　　　 法によっている。
     (9) 退職給与引当金は退職金期末要支給額の　　％を計上している。
    (10) 商品については、従来　　法によっていたが、当期　　法に変更した。       　  　　       この変更により共同購買事業費は　　　千円増加（減少）し、経常利益は　　　千円だ　　 　け少なく（多く）表示されている。
    (11) 機械装置については、従来　　法によっていたが、当期　　法に変更した。
　       この変更により共同生産事業費は　　　千円増加（減少）し、経常利益は　　　千円　　　   少なく（多く）表示されている。                       
